
4款　1項　2目

【会計】一般会計

4款：衛生費　1項：保健衛生費　2目：保健衛生費

124

【予算額】

一般財源 国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財

14,998千円 56,659千円 14,996千円

【事業の概要】

【予算額の節別内訳】

予算額

1 報酬

会計年度任用職員報酬 1,002千円

3 職員手当等 1,157千円

8 旅費

33千円

10 需用費

消耗品費 2,648千円

印刷製本費 413千円

11 役務費

通信費 924千円

12 委託料

妊婦面談委託料 476千円

18 負担金補助及び交付金

出産・子育て応援給付金 80,000千円

86,653千円

事業用消耗品、伴走型相談支援用教材（パンフレット等）の購入

子育てガイド（1,700部）、封筒類印刷代

事業の概要
国の「出産・子育て応援交付金」を活用し、妊婦・０～２歳の子育て家庭への伴走型相談支援と経済的支援を
一体的に実施します。

令和6年度　当初予算要求事業内容説明書

第1章　ともに支え合い誰もがいきいきと暮らせるまち（福祉・健康・子
育て）

施策1　相談・交流の場を充実し、妊娠・出産・育児期に係る切れ目
のない支援を行います

事業 出産・子育て応援事業

担当所属 母子保健課

予算要求額
（財源内訳）

86,653千円

基本施策2　子育て支援

パートタイム会計年度任用職員費
用弁償（通勤費）

会計年度任用職員パートタイム（１人分）の報酬

職員時間外手当、会計年度任用職員分職員手当（期末勤勉手
当）

会計年度任用職員分通勤費

事業の目的
子育て世代包括支援センター等が妊婦・子育て家庭に対して、切れ目なく寄り添う伴走型相談支援を行いま
す。妊娠届出時に妊婦に5万円相当、出生後に子の養育者に新生児1人あたり5万円相当の経済的支援を行
います。

事業の効果
妊娠届出時から妊婦・子育て家庭に寄り添い、必要な支援の実施や経済的支援を行うことで、安心して出産・
子育てできます。

節 説明

出産応援給付金（800人分）及び子育て応援給付金（800人分）

計

申請・決定通知の郵送に係る郵便料金

妊婦面談（84件）に係る委託料


